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2025年8月25日

● 今週の主要経済指標と政治スケジュール

出所） 各種情報、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注） （日）は日本、（米）は米国、（欧）はユーロ圏、（英）は英国、
 （独）はドイツ、（仏）はフランス、（伊）はイタリア、
（豪）はオーストラリア、（中）は中国、（伯）はブラジルを指します。
日程および内容は変更される可能性があります。

★は特に注目度の高いイベント

情報提供資料

8/25 月
★ （米） ウィリアムズ NY連銀総裁 講演

★ （独） 8月 ifo企業景況感指数

7月：88.6、8月：（予）88.8

8/26 火
（米） 7月 製造業受注

（航空除く非国防資本財、前月比、速報）

6月：▲0.8%、7月：（予）+0.3%
（米） 8月 消費者信頼感指数（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ･ﾎﾞｰﾄﾞ）

7月：97.2、8月：（予）96.5

8/27 水
★ （日） 自民党総裁選挙管理委員会（第2回会合、予定）

8/28 木
★ （米） ウォラーFRB理事 講演

（米）  4-6月期 実質GDP（改定、前期比年率）

1-3月期：▲0.5%
4-6月期：（予）+3.1%（速報：+3.0%）

（米） 7月 中古住宅販売仮契約指数（前月比）

6月：▲0.8%、7月：（予）▲0.2%
★ （米） 新規失業保険申請件数（週間）

8月16日終了週：23.5万件

8月23日終了週：（予）23.0万件

（欧） 7月 ECB理事会議事要旨

8/29 金
（日） 8月 消費者物価（東京都区部、前年比）

総合　7月：+2.9%、8月：（予）+2.6%
除く生鮮・エネルギー

　　　　　　7月：+3.1%、8月：（予）+3.0%
★ （米） 7月 個人所得･消費（前月比）

所得　6月：+0.3%、7月：（予）+0.4%
消費　6月：+0.3%、7月：（予）+0.5%

★ （米） 7月 PCE（個人消費支出）ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（前年比）

総合　6月：+2.6%、7月：（予）+2.6%
除く食品・エネルギー

　　　　6月：+2.8%、7月：（予）+2.9%

8/31 日
★ （中） 8月 製造業PMI（政府）

7月：49.3、8月：（予）49.3
★ （中） 8月 非製造業PMI（政府）

7月：50.1、8月：（予）50.1

出所）S&Pグローバル、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

● 堅調さが際立つ足元の米国景気
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パウエル米FRB議長が利下げの可能性を示唆し、S&P500は5日ぶりに反発

■ 米ジャクソンホール会議を無難に消化

先週はS&P500や独DAX®が小幅高でナスダック総合や

日経平均は下落と株価はまちまち。米10年債利回りは低

下し米ドルは円やユーロに対して下落しました。先週最

大のイベントは金曜日のジャクソンホール会議における

パウエル米FRB議長の講演。同議長の発言が9月の利下げ

の可能性を示したと受け止められ、同日のS&P500は5日
ぶりに反発し米長期金利は低下しました。同議長は雇用

市場が今後急速に悪化する可能性があると指摘し、リス

ク･バランスの変化などが政策スタンスの調整を正当化す

る可能性があると、利下げの可能性を示しました。一

方、失業率を含む労働市場指標は安定しており、政策ス

タンス変更の検討を｢慎重に進められる｣とも発言。仮に

年内に利下げを行ったとしても、それは継続的な利下げ

の始まりを意味するものではないことも示唆しました。

■ 今週は米消費者物価や日本の政治動向に注目

先週末の米ジャクソンホール会議を終え、来週5日に米

雇用統計(8月)を控える中、今週の相場は方向感に欠ける

見込み。米指標では29日のPCEデフレーター(7月)が重要

です。25日のウィリアムズNY連銀総裁や28日のウォラー

FRB理事など当局者発言も多数。次期FRB議長人事をめぐ

る報道の有無にも関心が集まります。日本は29日に東京

都消費者物価を公表。27日の自民党総裁選挙管理委員会

では総裁選前倒しにかかわる意見聴取方法やスケジュー

ルが決まる可能性があります。中国政府は31日にPMI(8
月)を公表。7月の内需関連指標の急減速が一時的なものか

を見極めるための材料として注目されます。（入村）
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金融市場の動向 

● 株式市場の動き

● 長期金利（10年国債利回り）の動き

● 為替相場の動き

出所） MSCI、S&P、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成 出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

● 主要金融市場の動き（直近1週間）
※騰落幅および騰落率は直近値の1週間前比

注）上記3図の直近値は2025年8月22日時点。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を記載。

注）MSCI WORLD、MSCI EM、S&P先進国REIT指数は米ドルベース。
原油は1バレル当たり、金は1オンス当たりの価格。
騰落幅、騰落率ともに2025年8月15日対比。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を使用。

8月22日 騰落幅 騰落率%

日本 日経平均株価 （円） 42,633.29 -745.02 ▲1.72

TOPIX 3,100.87 -6.81 ▲0.22

米国 NYダウ （米ドル） 45,631.74 685.62 1.53

S&P500 6,466.91 17.11 0.27

ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数 21,496.54 -126.44 ▲0.58

欧州 ｽﾄｯｸｽ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 561.30 7.74 1.40

ドイツ DAX®指数 24,363.09 3.79 0.02

英国 FTSE100指数 9,321.40 182.50 2.00

中国 上海総合指数 3,825.76 128.99 3.49

先進国 MSCI WORLD 4,192.80 18.24 0.44

新興国 MSCI EM 1,266.55 -5.88 ▲0.46

8月22日 騰落幅 騰落率%

先進国 S&P先進国REIT指数 269.30 5.83 2.21

日本 東証REIT指数 1,923.62 25.47 1.34

8月22日 騰落幅

日本 1.615 0.040

米国 4.255 -0.064 

ドイツ 2.722 -0.066 

フランス 3.422 -0.046 

イタリア 3.526 -0.063 

スペイン 3.301 -0.051 

英国 4.693 -0.003 

カナダ 3.435 -0.019 

オーストラリア 4.313 0.085

8月22日 騰落幅 騰落率%

米ドル 146.94 -0.25 ▲0.17

ユーロ 172.19 0.01 0.01

英ポンド 198.73 -0.76 ▲0.38

カナダドル 106.29 -0.04 ▲0.03

オーストラリアドル 95.38 -0.39 ▲0.41

ニュージーランドドル 86.18 -0.98 ▲1.12

中国人民元 20.490 -0.002 ▲0.01

シンガポールドル 114.673 -0.046 ▲0.04

インドネシアルピア（100ﾙﾋﾟｱ） 0.8987 -0.0113 ▲1.24

インドルピー 1.6786 -0.0084 ▲0.50

トルコリラ 3.584 -0.016 ▲0.44

ロシアルーブル 1.8231 -0.0134 ▲0.73

南アフリカランド 8.418 0.042 0.50

メキシコペソ 7.907 0.054 0.69

ブラジルレアル 27.091 -0.158 ▲0.58

8月22日 騰落幅 騰落率%

原油 WTI先物 （期近物） 63.66 0.86 1.37

金 COMEX先物 （期近物） 3,374.40 38.40 1.15

株式

為替（対円）

10年国債利回り
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【図1】長期金利は17年ぶりの高水準

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

■ 国内株は利益確定売りの動きに押され軟調

先週の日経平均株価は前週比▲1.72%と下落しまし

た。週初は米国の堅調な小売売上高や関税懸念緩和によ

る国内企業の業績改善期待から、日経平均株価は再び最

高値を更新もその後は軟調。週末のジャクソンホール会

議でのパウエル米連邦準備理事会（FRB）議長の講演を

控え、様子見姿勢が残るなか利益確定売りの動きに押さ

れました。また、米ハイテク株安を嫌気して国内でも半

導体株や大型グロース株が軒並み下落しました。

他方、債券市場では日銀の追加利上げ期待や財政支出

拡大懸念を背景に10年国債利回りが一時2008年以来の水

準まで上昇（図1）。また、今週予定されていた自民党の

参院選総括が9月上旬にずれ込む見通しとなり、政治を巡

る不透明感から、金利の不安定な推移が続きそうです。

■ 米関税の影響が輸出数量面でも見え始める

20日の7月貿易統計は、貿易収支が黒字継続予想に反

し、▲1,175億円と2カ月ぶりの赤字に転落、輸出金額は

前年比▲2.6%と3カ月連続でマイナスとなりました（図

2）。7月の税関長公示レートの平均値が145.56円/米ドル

と前年比8.9%円高となったことも輸出金額押し下げの要

因とみられます。8月7日以降、米相互関税が発動され、

先行きは輸出低迷により貿易赤字基調が続きそうです。

他方、地域別輸出では米国向けが前年比▲10.1%、特

に自動車輸出額が同▲28.4%と大きく減少。引き続き価

格面の落ち込みが目立ちますが、輸出台数も同▲3.2%と

前月の同+3.4%から減少に転じており、数量面でも米関

税の影響が出始めています。自動車関税は27.5%→15%に

緩和予定も、適用開始後の輸出動向が注視されます。

■ 先行きの設備投資に慎重姿勢強まるか

20日公表の6月機械受注は、製造業が前月比▲8.1%と3
カ月連続で減少した一方、設備投資の先行指標とされる

船舶･電力除く民需は同+3.0%と3カ月ぶりに増加しまし

た。ただし、7-9月期見通しは、前期比▲4.0%と4四半期

ぶりに減少する見込みで（図3）、米関税の影響により輸

出などが伸び悩むなか、先行きの国内企業の設備投資姿

勢に慎重さもうかがえます。また、今週29日の7月鉱工業

生産も、資本財中心に前月比減少となるか注目です。

22日公表の7月全国消費物価は、除く生鮮（コア）が

前年比+3.1%と2カ月連続で鈍化、エネルギーや家庭用耐

久財が押し下げに寄与しました。一方、生鮮除く食品が

依然として上昇傾向で、コアは8カ月連続3%台となり、

日銀の追加利上げ観測を支えるとみます。（大畑）

【図2】米関税による輸出の下押しが強まるかが焦点

出所）財務省より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 貿易収支と輸出入

注）直近値は2025年7月。

出所）内閣府より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 追加利上げ期待と財政拡張懸念から長期金利は17年ぶりの高水準

日本 10年国債利回り

【図3】7-9月期の機械受注は減少が見込まれる

日本 機械受注（前期比）

注）直近値は2025年4-6月期、7-9月期は内閣府による見通し。

注）直近値は2025年8月22日。
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連銀/役職 名前 発言

議長 パウエル 政策スタンスの調整が正当化される可能性

副議長 ボウマン 最新のデータは今年3回の利下げを裏付け

理事 クック 7月の雇用統計は懸念材料

ボストン コリンズ 次回会合で何をするかは未定

クリーブランド ハマック 利下げの差し迫った必要性は感じていない

リッチモンド バーキン 基調的な経済の動きは非常に健全

アトランタ ボスティック 今年の利下げは1回を見込むも流動的

シカゴ グールズビー FRBには追加データを取り込む時間がある

セントルイス ムサレム 9月の正しい判断はまだ不明

ミネアポリス カシュカリ 今年2回の利下げは依然として適切

カンザスシティ シュミッド 利下げを急ぐ必要はない

サンフランシスコ デイリー 今年は利下げが数回必要とされる可能性
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米国 パウエルFRB議長は今後の利下げの可能性を示唆

【図1】雇用者増加ペースは減速も失業率は依然低水準

【図3】4-6月期の減速から持ち直しを見せるかに注目

米国 非農業部門雇用者数（前月差）と失業率

米国 個人消費支出とコア資本財受注（3カ月前比年率）

注）2025年7月雇用統計公表後の発言で、同年8月23日までの発言。

出所） FRB、各種報道より三菱UFJアセットマネジメント作成

【図2】利下げを急がない姿勢を示す委員も

FRB高官 直近の発言抜粋

■ 市場は早ければ9月にも利下げ実施と解釈

先週のS&P500は週間で+0.3%と上昇しました。週末の

ジャクソンホール会議を控え下落基調が続いたものの、

同会議でのパウエル米連邦準備理事会(FRB)議長の利下

げの可能性を示唆する発言を受け上昇に転じました。

先週22日、パウエルFRB議長はジャクソンホール会議

の講演にて、雇用環境の下振れリスクが高まっていると

の認識を示し、現状の金融政策が依然として景気抑制的

であることから、リスクの変化に応じた政策スタンスの

調整が正当化されるかもしれないと言及しました。ま

た、労働需要と労働供給の双方が大きく減速し「奇妙な

均衡」となる中、解雇急増や失業率の急上昇が見られる

可能性に触れるなど、今後の雇用環境の悪化に警戒感を

示しました(図1)。物価については、関税による物価への

影響は一時的であることを基本シナリオとした上で、賃

金やインフレ期待の上昇をリスクとして挙げるも、労働

市場の減速を踏まえその可能性は低いと指摘しました。

今回の同議長の発言を受け、9月米連邦公開市場委員会

(FOMC)での利下げの可能性は高まったとみられ、金利先

物市場でも9月の利下げを8割程度織り込んでいます。一

方、利下げを巡ってはFRB委員の間で見方が分かれてお

り、早期の政策判断には慎重な姿勢を示す発言も見られ

ています(図2)。9月FOMCまでには、8月雇用統計と同消

費者物価(CPI)が公表され、共に想定以上の雇用拡大・イ

ンフレが確認された場合には、市場の見方が変化する可

能性もあり注意が必要です。また、仮に9月に利下げが実

施された場合でも、その後の政策金利の軌道の不確実性

は高いとみられ、今後も雇用・物価指標を睨みながら、

金融政策の方向性を探る展開は継続するとみています。

■ 消費・設備投資に粘り強さは見られるか？

先週21日に8月購買担当者景気指数(PMI)が公表され、

総合が55.4と前月(55.1)から上昇し、2024年12月以来の高

水準となりました。内訳では、雇用や新規受注が改善を

示すなど景気の底堅さが示唆された一方、業種別では製

造業の大幅な上昇(7月:49.8→8月:53.3)が目立ちました。

今週は7月個人消費支出や同製造業受注など、消費・設

備投資の動向を測る指標が公表されます。消費を巡って

は、関税によるインフレが顕在化しつつある中でも粘り

強さを見せるか、設備投資を巡っては、企業心理の持ち

直しとともに改善が示されるかが注目されます(図3)。足

元で金融当局が景気下支え姿勢を鮮明化させつつある

中、これらの指標で米景気の底堅さが確認されれば、株

式市場の楽観は維持されやすいとみています。（今井）

注）直近値は2025年7月。

出所）FOMC、米労働省より三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）米商務省より三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2025年6月。コア資本財受注は航空除く非国防資本財。
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【図1】緩慢ながらも景気·雇用回復が続くユーロ圏

出所）S&Pグローバルより三菱UFJアセットマネジメント作成

■ ウクライナ停戦期待浮上も実現性は不透明

先週のストックス欧州600種株価指数は週間で+1.4%と

上昇、ジャクソンホール会議でのパウエル米連邦準備理

事会（FRB）議長の利下げ示唆発言が好感されました。

他方、ウクライナ情勢は、15日の米露首脳会談を受け

停戦期待も高まるなか、18日の米欧ウクライナ首脳会談

では、米トランプ大統領がウクライナの安全保障に関与

する姿勢を示すと同時に、露·ウクライナ首脳会談の実現

に向け調整を進めることを明らかにしました。ただし、

ロシアは依然ウクライナへ激しい攻撃を続けており、停

戦合意は容易ではないでしょう。近年、欧州株をけん引

してきた航空宇宙·防衛銘柄（ストックス欧州株ベースで

年初来+52.0%、8月22日時点）が足元上値を重くしまし

たが、ウクライナ戦争の行方にも引き続き要注意です。

■ ECBの金融政策を占うドイツ経済の動き

先週21日に8月購買担当者景気指数（PMI）が公表さ

れ、総合PMIはユーロ圏が51.1、ドイツが50.9とともに3
カ月連続上昇、かつ業況改善·悪化の節目50を上回りまし

た。またユーロ圏の項目別指数を見ると雇用が50.8、生

産価格が52.3と雇用回復·物価安定の持続を示唆していま

す（図1）。今週、ドイツでは27日に9月GfK消費者信頼

感指数、29日に8月失業者数や消費者物価が公表されます

（図2）。雇用環境が持ち直すか、また物価安定の持続や

消費者心理の改善が確認され、足元のサービス業主導の

景気回復持続を期待させる内容となるかが焦点です。

また28日には、7月欧州中銀（ECB）理事会議事要旨が

公表されます。今年内は、ECBが追加利下げを見送ると

いう金融市場の見方を裏付ける材料となるか注目です。

■ 雇用悪化と物価高に直面し、頭悩ますBOE

英国では、先週20日に7月消費者物価が公表され、総

合、食品·エネルギー除くコアともに前年比+3.8%と事前

予想を上回り小幅加速となりました。英中銀（BOE）に

よる8月金融政策委員会での利下げが、賛成5名·反対（金

利据え置き）4名と際どい決定だったため、足元のインフ

レ高止まりを受け、追加利下げ観測が後退、金融市場で

もBOEは今年内は金利を据え置くとの見方が大勢です。

景気面では、21日の8月総合PMIが53.0と安定も、業種

別ではサービス業53.6に対し、製造業47.3と温度差が鮮明

です。また、総合PMIの項目別指数では雇用46.4、生産

価格54.8と「雇用悪化かつ物価高」というスタグフレー

ション的な動きも目立ちます（図3）。当面はBOEが難し

い政策判断を迫られる環境が続きそうです。（瀧澤）

ユーロ圏 総合PMI（購買担当者景気指数）

注）50が業況改善･悪化、価格上昇･低下、雇用増･減の境目。
直近値は2025年8月速報。

【図2】インフレ安定も労働市場低迷が続くドイツ

出所）独連邦統計局より三菱UFJアセットマネジメント作成

ドイツ 消費者物価と失業者増減数

注）消費者物価はEU基準。
直近値は2025年7月。

【図3】スタグフレーション的な一面も見られる英国

出所）S&Pグローバルより三菱UFJアセットマネジメント作成

英国 総合PMI（購買担当者景気指数）

注） 50が業況改善･悪化、価格上昇･低下、雇用増･減の境目。
直近値は2025年8月速報。

欧州 金融政策運営の面では、ECBに比べBOEの難易度が増す環境に
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【図1】4-6月期の実質GDPは前年比+2.8%拡大

【図2】公的投資が急反発する局面は一巡

【図3】製造業が加速、サービス部門と建設業は鈍化

出所）タイ国家経済社会開発委員会(NESDC)、CEICより
三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）タイ国家経済社会開発委員会(NESDC)、CEICより
三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）タイ国家経済社会開発委員会(NESDC)、CEICより
三菱UFJアセットマネジメント作成
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■ 市場予想を上回った4-6月期の成長率

予想以上に堅調な足元のタイ景気。しかし、一時的な

要因によって押し上げられている面があり、今後は急減

速が見込まれます。先週18日、政府は4-6月期の実質GDP
が前年比+2.8%(1-3月期+3.2%)と減速しつつ(図1)、市場予

想(Bloomberg集計の中央値)の+2.7%を上回ったことを公

表。前期比年率は+2.4%(同+2.7%)へ鈍化しました。

需要側では、輸出が堅調であったものの、民間消費が

鈍化しました。民間消費は前年比+2.1%(同+2.5%)へ鈍

化。自動車など耐久財が伸びたものの、サービスが軟化

しました。政府消費は同+2.2%(同+3.4%)へ鈍化しまし

た。固定資本投資は同+5.8%(同+4.7%)へ加速。直接投資

にけん引されて設備投資が回復し、民間投資が同+4.1% 
(同▲0.9%)へ反発しました。一方、公的投資は同+10.1% 
(同+26.3%)へ鈍化。予算成立の遅れから落ち込んだ同投

資が急回復する局面は一巡しました(図2)。外需では、総

輸出が同+12.2%(同+12.3%)と堅調。来訪者数の低迷に

伴ってサービス輸出が同+2.7%(同+7.0%)へ鈍化したもの

の、財輸出が同+14.3%(同+13.8%)へ加速しました。コン

ピューター･部品、集積回路、自動車などが好調。米関税

の引き上げを控えて米国向けが伸びました。

■ 今年通年のGDP成長率は+1.8%前後へ鈍化か

生産側では、製造業が加速しサービス部門が鈍化しま

した(図3)。農林漁業は同+6.0%(同+6.2%)拡大。昨年前半

に落ち込んだ生産は天候の改善に伴って急回復していま

す。鉱業は同+1.8%(同+2.6%)へ鈍化した一方、製造業は

同+1.7%(同+0.9%)へ加速。電気自動車(EV)生産が拡大

し、米国向け駆け込み輸出の影響で電子機器も伸びまし

た。建設業は同+8.0%(同+16.2%)へ鈍化。住宅建設が低迷

し公的建設も一巡しました。サービス部門は同+3.5%(同
+4.1%)へ鈍化しました。宿泊･飲食が同+2.1%(同+7.2%)、
運輸･倉庫が同+4.0%(同+5.4%)へ減速。来訪者数が同

▲12.2%(同+1.9%)へ落ち込んだ影響です。

景気は今年後半より急減速する見込み。予想以上の4-6
月期の成長率は、(a)米国向けの駆け込み輸出、(b)天候改

善による農業生産の急回復、(c)EV生産の加速など一時的

な要因によります。今後は駆け込み輸出の反動と米関税

率の引き上げで輸出が落ち込み、農業生産も正常化する

見通し。中国企業によるEV生産の加速は政府が支給した

補助金の要件を満たすためのものであり、その持続性に

は疑問が残ります。また、公的投資の急回復局面は終息

し、海外からの来訪者数も低迷を続ける見込み。景気は

今年後半より急減速し、今年通年のGDP成長率は+1.8%
前後(昨年+2.5%)へ鈍化すると予想されます。（入村）
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出所） 各種情報、 Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

主要経済指標と政治スケジュール 

注）（日）日本、（米）米国、（欧）ユーロ圏･EU、（独）ドイツ、（仏）フランス、（伊）イタリア、 （英）英国、（豪）オーストラリア、（加）カナダ、
（中）中国、（印）インド、（伯）ブラジル、（露）ロシア、（他）その他、を指します。NAはデータなし。日程および内容は変更される可能性があります。

※ 塗りつぶし部分は今週、（*）は未定

8/18 月 （欧） 8月 製造業PMI（速報） 8/28 木
（米） 8月 NAHB住宅市場指数 7月：49.8、8月：50.5 （米） ウォラーFRB理事 講演

7月：33、8月：32 （欧） 8月 サービス業PMI（速報） （米）  4-6月期 実質GDP（改定、前期比年率）

（他） 米国･ウクライナ首脳会談（米ワシントン） 7月：51.0、8月：50.7 1-3月期：▲0.5%
（欧） 8月 消費者信頼感指数（速報） 4-6月期：（予）+3.1%（速報：+3.0%）

8/19 火 7月：▲14.7、8月：▲15.5 （米） 7月 中古住宅販売仮契約指数（前月比）

（日） 20年国債入札 （独） 8月 製造業PMI（速報） 6月：▲0.8%、7月：（予）▲0.2%
（日） 自民党総裁選挙管理委員会（初会合） 7月：49.1、8月：49.9 （米） 新規失業保険申請件数（週間）

（米） ボウマンFRB副議長 講演 （独） 8月 サービス業PMI（速報） 8月16日終了週：23.5万件

（米） 7月 住宅着工･許可件数（着工、年率） 7月：50.6、8月：50.1 8月23日終了週：（予）23.0万件

6月：135.8万件、7月：142.8万件 （英） 8月 製造業PMI（速報） （米） ベストバイ 5-7月期決算発表

（米） ホーム･デポ 5-7月期決算発表 7月：48.0、8月：47.3 （米） ダラー・ゼネラル 5-7月期決算発表

（豪） 8月 消費者信頼感指数（前月比） （英） 8月 サービス業PMI（速報） （欧） 7月 ECB理事会議事要旨

7月：+0.6%、8月：+5.7% 7月：51.8、8月：53.6 （欧） 7月 マネーサプライ（M3、前年比）

（加） 7月 消費者物価（前年比） （豪） 8月 製造業PMI（速報） 7月：+3.3%、8月：（予）+3.5%
6月：+1.9%、7月：+1.7% 7月：51.3、8月：52.9 （欧） 8月 経済信頼感指数

（豪） 8月 サービス業PMI（速報） 7月：95.8、8月：（予）96.0
8/20 水 7月：54.1、8月：55.1 （印） 7月 鉱工業生産（前年比）

（日） 6月 機械受注（船舶･電力除く民需、前月比） （印） 8月 製造業PMI（速報） 6月：+1.5%、7月：（予）+2.2%
5月：▲0.6%、6月：+3.0% 7月：59.1、8月：59.8

（日） 7月 貿易収支（通関ベース、速報） （他） ジャクソンホール経済政策シンポジウム 8/29 金
6月：+1,521億円、7月：▲1,175億円 （～23日、米ワイオミング） （日） 7月 失業率

（米） FOMC議事要旨（7月29-30日分） 6月：2.5%、7月：（予）2.5%
（米） ウォラーFRB理事 講演 8/22 金 （日） 7月 有効求人倍率

（米） 20年国債入札 （日） 7月 消費者物価（全国、前年比） 6月：1.22倍、7月：（予）1.23倍

（米） ターゲット 5-7月期決算発表 総合　6月：+3.3%、7月：+3.1% （日） 7月 鉱工業生産（速報、前月比）

（米） ロウズ･カンパニーズ 5-7月期決算発表 除く生鮮　6月：+3.3%、7月：+3.1% 6月：+2.1%、7月：（予）▲1.2%
（英） 7月 消費者物価（前年比） 除く生鮮･エネルギー （日） 7月 小売業販売額（前年比）

6月：+3.6%、7月：+3.8% 　　　　6月：+3.4%、7月：+3.4% 6月：+1.9%、7月：（予）+1.6%
（中） LPR（優遇貸付金利）発表 （米） パウエルFRB議長 講演 （日） 8月 消費者物価（東京都区部、前年比）

1年物：3.00%→3.00% （加） 6月 小売売上高（前月比） 総合　7月：+2.9%、8月：（予）+2.6%
5年物：3.50%→3.50% 5月：▲1.2%、6月：+1.5% 除く生鮮　7月：+2.9%、8月：（予）+2.6%

（他） ニュージーランド　金融政策決定会合 除く生鮮・エネルギー

キャッシュレート：3.25%→3.00% 8/25 月 　　　　　　7月：+3.1%、8月：（予）+3.0%
（他） インドネシア　金融政策決定会合（結果公表） （米） 7月 新築住宅販売件数（年率） （日） 8月 消費者態度指数

7日物ﾘﾊﾞｰｽ･ﾚﾎﾟ金利：5.25%→5.00% 6月：62.7万件、7月：（予）63.0万件 7月：33.7、8月：（予）34.2
（他） スウェーデン　金融政策決定会合（結果公表） （米） ウィリアムズNY連銀総裁 講演 （米） 7月 個人所得･消費（前月比）

レポ金利：2.00%→2.00% （独） 8月 ifo企業景況感指数 所得　6月：+0.3%、7月：（予）+0.4%
（他） アフリカ開発会議（TICAD、～22日、横浜） 7月：88.6、8月：（予）88.8 消費　6月：+0.3%、7月：（予）+0.5%

（米） 7月 PCE（個人消費支出）ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（前年比）

8/21 木 8/26 火 総合　6月：+2.6%、7月：（予）+2.6%
（日） 8月 製造業PMI（速報） （日） 7月 企業向けサービス価格（前年比） 除く食品・エネルギー

7月：48.9、8月：49.9 6月：+3.2%、7月：（予）+3.2% 　　　　6月：+2.8%、7月：（予）+2.9%
（日） 8月 サービス業PMI（速報） （日） 7月 基調的なインフレ率を （米） 8月 シカゴ購買部協会景気指数

7月：53.6、8月：52.7          捕捉するための指標 7月：47.1、8月：（予）46.0
（米） 7月 景気先行指数（前月比） （米） 6月 S&Pｺｱﾛｼﾞｯｸ/ｹｰｽ･ｼﾗｰ住宅価格 （米） 8月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、確報）

6月：▲0.3%、7月：▲0.1% 　　　　（20大都市平均、前年比） 7月：61.7、8月：（予）58.6（速報：58.6）

（米） 7月 中古住宅販売件数（年率） 5月：+2.79%、6月：（予）+2.20% （米） 8月 期待インフレ率（ミシガン大学、確報）

6月：393万件、7月：401万件 （米） 7月 製造業受注 1年先　7月：+4.5%
（米） 8月 フィラデルフィア連銀製造業景気指数 （航空除く非国防資本財、前月比、速報） 　　　　　8月：（予）NA（速報：+4.9%）

7月：+15.9、8月：▲0.3 6月：▲0.8%、7月：（予）+0.3% 5-10年先　7月：+3.4%
（米） 8月 製造業PMI（速報） （米） 8月 消費者信頼感指数（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ･ﾎﾞｰﾄﾞ） 　　　　　　　8月：（予）NA（速報：+3.9%）

7月：49.8、8月：53.3 7月：97.2、8月：（予）96.5 （独） 8月 失業者数（前月差）

（米） 8月 サービス業PMI（速報） （豪） 8月 金融政策決定会合議事要旨 7月：+0.2万人、8月：（予）+1.0万人

7月：55.7、8月：55.4 （独） 8月 消費者物価（EU基準、速報、前年比）

（米） 新規失業保険申請件数（週間） 8/27 水 7月：+1.8%、8月：（予）+2.0%
8月9日終了週：22.4万件 （日） 自民党総裁選挙管理委員会（第2回会合、予定） （加） 4-6月期 実質GDP（前期比年率）

8月16日終了週：23.5万件 （米） エヌビディア 5-7月期決算発表 1-3月期：+2.2%、4-6月期：（予）▲0.7%
（米） ウォルマート 5-7月期決算発表 （独） 9月 GfK消費者信頼感指数 （印） 4-6月期 実質GDP（前年比）

8月：▲21.5、9月：（予）▲21.4 1-3月期：+7.4%、4-6月期：（予）+6.6%
（豪） 7月 消費者物価（前年比）

6月：+1.9%、7月：（予）+2.3% 8/31 日
（中） 8月 製造業PMI（政府）

7月：49.3、8月：（予）49.3
（中） 8月 非製造業PMI（政府）

7月：50.1、8月：（予）50.1



8

本資料に関してご留意頂きたい事項

■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱UFJアセットマネジメントが作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料では
ありません。販売会社が投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示
唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱UFJアセットマネジメント ストラテジック・リサーチ部リサーチグルー
プの見解です。また、三菱UFJアセットマネジメントが設定･運用する各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。

本資料中で使用している指数について

「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に関する知的財産権その他一切の権利は株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社に帰属します。

ドイツ「DAX®」：本指数は、情報提供を目的としており、売買等を推奨するものではありません。

STOXXリミテッドはストックス･ヨーロッパ600指数に連動する金融商品を推奨、発行、宣伝又は推進を行うものではなく、本金融商品等に関し
ていかなる責任も負うものではありません。

FTSE International Limited(“FTSE”)©FTSE。“FTSE®”はロンドン証券取引所グループ会社の登録商標であり、FTSE International Limitedは許可を得
て使用しています。FTSE指数、FTSE格付け、またはその両方におけるすべての権利は、FTSE、そのライセンサー、またはその両方に付与され
ます。FTSEおよびライセンサーは、FTSE指数、FTSE格付け、もしくはその両方、または内在するデータにおける誤りや省略に対して責任を負
わないものとします。FTSEの書面による同意がない限り、FTSEデータの再配布は禁止します。

MSCI WORLD、MSCI EM、MSCI ACWI、MSCI JAPANに対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。

S&P先進国REIT指数はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックス（S&P DJI）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱UFJアセットマネジメ
ント株式会社に付与されています。S&P DJIは、S&P先進国REIT指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任を負いません。
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